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政治 

【内政】 

●国民議会副議長の解任動議は否決【４日】 

スキッチ国民議会副議長に対する解任動議が否

決された。討論中、連立政権と野党は、年金の低さは

互いの責任だと非難しあった。 

 

●国民議会、ノバク議員を調査会から解任【４日】 

国民議会は、警察業務への政治的干渉および首

相と関係のある企業に関する議会調査会から、無所

属のティネ・ノバク議員を解任した。また、財務委員会

の副委員長の職も解任された。これは、ノバク議員が

１月に自由運動党（ＧＳ）を離党し、ロガル議員率いる

非議会政党の民主党および同党の無所属議員グル

ープに加わったことを受けての措置である。 

 

●政府、パートタイム労働者への補助金制度を採択

【５日】 

政府は、自然災害、伝染病、経済危機が発生した

場合に適用されるパートタイム労働者への国庫補助

金制度を導入する法案を採択した。解雇を防ぐことを

目的とし、労働時間の削減を余儀なくされた労働者に

対して給与の６０％を補償する。補助金は、３０％以

上の労働者の業務量が１０％以上減少し、労働者の

労働時間が週５時間から２０時間削減された企業に

対して支給される。 

 

●政府、科学への助成金増額を承認【５日】 

政府は、科学技術イノベーション活動法改正案を

採択し、科学技術イノベーションへの助成金をＧＤＰ

の１％から１．２５％に引き上げることを決定した。パ

ピッチ高等教育・科学技術・イノベーション大臣はこれ

を戦略の転換点と表現し、ＧＤＰの１％が科学研究に、

０．２５％がイノベーション活動に充てられることにな

る。増加は段階的に、毎年０．０８％ポイントずつ増加

する。 

 

●議会、暗号資産の不正な流れに対抗する法案を

可決【６日】 

議会は、暗号資産市場に関するＥＵ規制を転用し、

ＥＵとスロベニアのマネーロンダリング対策局間の協

力を確立する改正案を可決した。同改正案は、欧州

詐欺対策局（ＯＬＡＦ）とスロベニアのマネーロンダリン

グ対策局の協力基盤となる。国会議員はまた、暗号

資産を含むマネーロンダリングに対抗する別の規制

を実施する法案も可決した。 

 

●議会、改正銀行法を可決【６日】 

議会は、デジタルレジリエンス、暗号通貨、持続可

能性報告に関するＥＵ規則を転用する銀行法の改正

案を可決した。銀行が提供できる金融サービスの範

囲は、電子マネーや資産連動型トークンの発行、暗

号資産関連サービスにまで拡大される。 

 

●世論調査：スロベニア国民、国防費増額に賛否両

論【８日】 

スロベニアは国防費においてＮＡＴＯの最後尾に近

い位置にあるが、Ｄｅｌｏ社が発表した世論調査では、

回答者の４４．３％がスロベニアは国防費を十分に支

出していると考えている一方、４１％近くがもっと支出

すべきだと考えている。同紙は、スロベニアが国防費

を十分に支出していると考える連立政権政党支持者

の割合は、野党支持者の同割合を上回っていると指

摘している。 

 

●左派党、ミハ・コルディシュ議員を除名【１０日】 

連立与党が破壊的行為と他の議員や政府閣僚へ

の攻撃を理由に所属を停止してから３か月後、左派
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党は急進派のミハ・コルディシュ議員の除名処分を下

した。コルディシュ議員は、今度は自身の政党を設立

する意向である。 

 

●自由運動党（ＧＳ）、ＡＬＤＥへの参加を承認【１０日】 

スロベニア与党評議会は、自由運動党（ＧＳ）が欧

州の政治連合である欧州自由民主同盟（ＡＬＤＥ）に

加盟することを決定した。手続きは６月にヘルシンキ

で開催されるＡＬＤＥの会議で最終決定される。 

 

●世論調査：民主主義者同盟党がＳＤＳの支持を

徐々に奪っている【１０日】 

デロ紙の最新世論調査によると、野党である民主

党（ＳＤＳ）は依然として２１．１％で首位を維持してい

るが、同紙は、ＳＤＳからの離党者ロガル議員によっ

て結党された民主主義者同盟党が、ＳＤＳの２．６ポ

イントの月間減少の主な原因であると解釈している。

デロ紙の世論調査で民主主義者同盟が取り上げられ

たのは今回が初めてで、民主主義者同盟に投票する

と答えた回答者は４．８％で４位となった。ＧＳは１５．

７％で２位、連立与党の社会民主党（ＳＤ）は６．２％

で３位となった。 

 

●政府、住宅ストックの増加を目的とした短期賃貸を

対象とする法案を可決【１３日】 

政府は、長期居住用アパートの供給を強化するこ

とを目的に短期賃貸物件を制限するホスピタリティ法

案を承認した。この法案では、短期賃貸に厳格な制

限を課す一方、地方自治体に柔軟性を持たせて規則

を適応させることを認めている。複数のアパートメント

からなる建物での短期賃貸は、年間６０日を上限とし、

１物件につき最大８ベッドまでとする。所有者は、建物

の共有者の７５％と隣接するアパートメントの全所有

者の承認を得る必要がある。 

 

●人権オンブズマンの選出で合意に至らず、新たな

公募を計画【１３日、１４日】 

１３日、ピルツ＝ムサル大統領は、２か月間にわた

って議会各党と４回にわたる協議を行ったが、必要な

３分の２の賛成多数を得ることができなかったため、

オンブズマンの新たな公募を行うことを決定した。１０

月には１４人の候補者が大統領職への立候補を表明

し、大統領により４人が最終候補者として選ばれた。 

１４日、ゴロブ首相とピルツ＝ムサル大統領は、中

央銀行総裁と人権オンブズマンの任命手続きの遅れ

をめぐり、建設的な対応をしていないと非難し、再び

激しい口論を交わした。 

 

●世論調査：政党支持率にほとんど変化なし【１７日】 

ドネウニク紙が実施した最新の世論調査では、政

府に対する有権者の支持率が改善する一方、野党民

主党（ＳＤＳ）が首位を堅持している。ドネウニク紙は、

この１年間、ＳＤＳは２４％から２５％、ＧＳは１４％か

ら１６％であったと述べている。 

 

●水に対する権利が法律に制定され、水は非営利資

産となる【２０日】 

国民議会は、水供給法を憲法で保障された水に対

する権利と整合させ、営利目的の利権に基づく国民

への供給を禁止する、水供給を行う公益事業を規制

する法案を可決した。 

 

●世論調査：ＧＤＰの２％以上の防衛費に反対する

人が５０％【２２日】 

スロベニア人のほぼ半数（４９．８％）が、ＧＤＰの

２％以上への防衛費増額計画に反対していることが、

２１日の夜にＰＯＰ ＴＶが発表した調査で明らかにな

った。３８．６％は防衛費の増額に賛成、１１．６％は

未定である。しかし、回答者の大半（５８．６％）は、２

００４年のスロベニアのＮＡＴＯ加盟を支持している。ト

ランプ米大統領がＮＡＴＯ同盟国に求めている軍事費

の増額については、６７．７％が反対の意向を示して

いる一方、２０．３％が賛成している。また、回答者に

は欧州のより統合された共通防衛計画についても尋

ねたところ、６７．１％が支持し、２０．５％が反対した。 

 

●世論調査：政府とＧＳ、支持率上昇【２４日】 

２３日に発表された最新のＰＯＰ ＴＶ世論調査では、

政府と与党ＧＳの双方が支持率を伸ばしたが、ＳＤＳ

は支持率の低下にもかかわらず、依然として最有力

の政党である。ＳＤＳの支持率は２１％で、２月からわ

ずかに低下したが、ＧＳは１５．２％で、２ポイント以上

上昇した。政府の支持率は２８．４％から３０．８％に

上昇し、政府の仕事ぶりが悪いと答えた人の割合は

６ポイント減少して５２．９％となった。 

 

●新しい公平性管理戦略が保護工場を保護【２５日】 

スロベニア国民議会は、スロベニア政府持株会社

（ＳＳＨ）の経営判断の基礎となる、国有公平性管理

のための新しい戦略を満場一致で可決した。保護工

場と食品製造業者に対しては特別な保護措置が講じ

られる。国が全額出資する保護工場は、いつでも売

却可能な資産として分類されるが、戦略的資産として

管理される。戦略的資産とは、国が長期的に保有す

る予定の資産である。 

 

●国民議会、避難民の一時保護を簡素化【２５日】 

国民議会は、避難民の一時保護を認める手続きを

簡素化する提案を可決した。また、ＥＵ理事会の関連

決定に基づき、一時保護のシステムが自動的に発動

されることも新しい点である。この提案は、一時保護

手続きを担当する国家当局の負担を軽減する解決策
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を導入するものであるとヘフェルレ内務副大臣は国

民議員に説明した。また、ＥＵ指令に基づき、一時保

護のシステムは政府の承認なしに発動されることも保

証されている。 

 

●国民議会、ナンバープレート自動読み取り装置の

使用を合法化【２５日】 

国民議会は、公共の場での自動ナンバープレート

読み取り装置の使用を合法化する法案を可決した。

改正された包括的交通計画法では、自治体、公共事

業体、および国道や公共鉄道インフラの管理者は、

公共駐車場などのエリアで車両ナンバープレートを自

動認識するシステムを使用できると規定している。 

 

●労働時間記録法の修正案が可決【２８日】 

国民議会は労働時間追跡記録法案の修正案を可

決した。雇用主は従業員の出勤時間と退勤時間を毎

日記録する必要があるが、その他のデータは毎日で

はなく毎週記録する必要がある。管理者の記録はも

う保存する必要はない。 

 

●議会議員、ＥＵ裁判所の３人の指名を承認【２８日】 

欧州人権裁判所のボシュニャク裁判長のＥＵ司法

裁判所への指名が国民議会の秘密投票で承認され

た。議員らはまた、ＥＵ一般裁判所のブルカン判事と

クコベツ判事を再任した。 

 

●世論調査：７５％がインフレを懸念、ウクライナ戦争

を非難する声も【３１日】 

世論調査機関Ｖａｌｉｃｏｎが今月実施した最新の調査

によると、回答者の７５％がインフレを最も懸念してい

ると回答し、次いで経済危機（３９％）、資源、食料、エ

ネルギーの不足（３６％）、スロベニアの政治情勢（３

３％）、気候変動（３１％）と続いた。また、「ニュー・ノ

ーマル」世論調査では、ウクライナ戦争の責任をウク

ライナにあるとするスロベニア人の回答者は、１年前

から１１ポイント増加して３１％となった。ロシアが最も

責任があると考える回答者は依然として６６％で、昨

年と同水準であるが、米国に責任があると考える回

答者は３８％で、１年前から７ポイント減少した。 

 

【外政・ＥＵ・防衛等】 

●スロベニア、トランプ・ゼレンスキー会談後にウクラ

イナへの支持表明【１日】 

スロベニアは、トランプ米大統領とゼレンスキー・ウ

クライナ大統領との緊迫した会談後、ＥＵ諸国と共に

ウクライナへの支持を表明した。スロベニアの高官ら

は、ウクライナ戦争の侵略者はロシアであると指摘し、

公正で永続的な平和を求めた。ゴロブ首相は、ウクラ

イナは自国のためだけではなく、ヨーロッパ全体の安

全のために戦っていると述べた。ピルツ＝ムサル大

統領とファヨン外相は、この事態へのＥＵの対応にお

いて団結が重要であることを強調した。 

 

●スロベニア、ヨルダン川西岸の情勢を懸念【３日】 

２日、外務省は、ガザ地区での停戦が続く中、平和

的解決と国際法の遵守に向けた一致団結した努力を

求めた。また、イスラエル軍によるヨルダン川西岸で

の軍事作戦についても深い懸念を表明した。 

 

●首相、スロベニアの２つ目のイスラエル名誉領事

館に懐疑的【３日】 

ゴロブ首相は、国民議会議員の質問に答える中で、

マリボルに名誉領事館を開設するというイスラエルの

計画に懐疑的であると述べた。首相は、イスラエルが

スロベニアに２つ目の名誉領事館を開設するのに適

した時期かどうか、またすべての条件が満たされてい

るかどうか確信が持てないと述べた。 

 

●国防省が防空砲塔１２基を発注【３日、６日】 

国防省は、スロベニアのヴァルハラ・タレット社に、

マンガート２５防空砲塔１２基を発注した。国防省は同

社と３６か月の契約を結び、総額見積もりは付加価値

税込みで４，５００万ユーロとなる旨公共調達ポータ

ルに掲載された。同省はプレスリリースで、砲塔には、

サフランの光学系、小型ドローンも探知できるヘンゾ

ルト製レーダーを備えた統合型ラインメタル製機関砲

が装備される旨言及した。遠隔操作防空砲塔には、

ヴァルハラ・タレット社が開発、ドイツのＭＢＤＡ社が製

造する対ドローン・ミサイル発射装置も組み込まれる。 

６日の夜、ＴＶ Ｓｌｏｖｅｎｉｊａは、スロベニアのソブリ

ン・ホールディング（ＳＳＨ）は、スロベニアの防衛企業

ヴァルハラ・タレットおよびドイツの防衛産業大手ライ

ンメタルと、スロベニアでの兵器システム製造会社の

設立について協議していると報じた。ヴァルハラ・タレ

ットのミロサブリェヴィッチ取締役は、協議が行われて

いることを認めた。 

 

●スロベニア、ガザ地区への支援物資供給停止を懸

念【４日】 

外務省は、イスラエルがガザ地区への人道的支援

物資の搬入を完全に遮断する決定を下したことをス

ロベニアは懸念していると発表した。同省は、この措

置が人道的災害につながり、民間人の状況をさらに

悪化させる可能性があると強調し、支援物資の搬入

と停戦の順守を改めて求めた。 

 

●ゴロブ首相とゼレンスキー大統領の電話会談【５日】 

ゴロブ首相は、ブリュッセルで開催されたＥＵ首脳

会談を前に、ウクライナのゼレンスキー大統領と電話

会談を行った。政府は、電話会談が行われたことと、

ゼレンスキー大統領がゴロブ首相にスターマー英首
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相が主催する最近のサミットについて伝えたことにつ

いて、短く投稿したのみである。 

 

●ジュボガル氏、正式に国連常任代表に就任【９日】 

７日、国連安全保障理事会のスロベニア代表であ

るジュボガル大使は、グテーレス国連事務総長に信

任状を提出し、正式にスロベニアの国連常任代表と

なった。同大使はグテーレス事務総長との会談で、ル

ールの強さを再確認する必要がある今、グテーレス

事務総長の政治的リーダーシップに感謝の意を表明

したと、スロベニア国連代表部は伝えた。 

 

●スロベニア、シリアでの暴力に懸念【１０日】 

スロベニアは、シリア治安部隊と追放されたバッシ

ャール・アル＝アサド大統領の支持者との間のシリア

での暴力に懸念を表明した。外務省は、関係者全員

に対し、国際人道法とシリアの主権を尊重するよう強

く求めた。 

 

●ドゥテルテ大統領逮捕を受け、スロベニアは比の

国際法遵守を称賛【１１日】 

ファヨン外相は、国際刑事裁判所（ＩＣＣ）の手配を

受けドゥテルテ前比大統領が逮捕されたことについて、

スロベニアはフィリピン当局が国際法上の義務を遵

守するためのあらゆる努力を歓迎する旨述べた。 

 

●ウクライナ停戦の見通しを歓迎【１２日】 

スロベニアは、サウジアラビアで行われた米国とウ

クライナの協議で合意に達した停戦の見通しを歓迎

し、ロシアにも停戦に同意するよう呼びかけた。ゴロ

ブ首相は、１１日の夜に、停戦は平和交渉に向けた

第一歩であり、スロベニアはかねてよりこれを主張し

てきたとＸにて述べた。 

 

●ファヨン外相のフィリピン訪問【１１日、１２日】 

１１日、ファヨン外相はフィリピンを訪問し、スロベニ

アでのフィリピン人労働者、特に看護職員の雇用を促

進する雇用協力に関する覚書に署名した。ファヨン外

相は、これは二国間関係の新たな一章の始まりであ

ると述べた。同外相はまた、東南アジアにおけるスロ

ベニア唯一の大使館となる在フィリピン大使館を正式

に開設した。 

１２日、ファヨン外相はマルコス・フィリピン大統領と

会談した。両者は、特にグリーン・トランジションや気

候変動との闘いなど、多くの分野でスロベニアとフィリ

ピンのパートナーシップ強化を呼びかけた。さらに、フ

ァヨン外相は、スロベニア・フィリピンビジネスフォーラ

ムで演説を行った。 

 

 

 

●ファヨン外相のタイ訪問【１３日】 

ファヨン外相は、タイを訪問し、サギアムポン・タイ

外相と会談を行った。同会談において、外交、公用、

および役務用パスポート所持者に対するビザ免除に

関する協力協定に署名した際、スロベニアとタイの協

力関係、特にビジネス面での協力関係を強化する必

要性を訴えた。 

 

●元欧州議会議員、ファーウェイ・ロビー活動スキャ

ンダルへの関与を否定【１３日】 

スロベニアの保守系のボゴヴィッチ元欧州議会議

員は、欧州議会における中国通信機器メーカー、ファ

ーウェイ社に関する汚職スキャンダルへの関与を否

定した。同氏は、スキャンダルを暴露する記事に名前

が掲載された後、ＳＴＡの取材に対し、「捜査官が訪

ねてきたことはないし、訪ねてくる理由もない」と述べ

た。 

 

●大統領と首相、スロベニア軍をウクライナに派遣す

る選択肢はない【１４日】 

首相府は、ピルツ＝ムサル大統領とゴロブ首相は、

現状ではスロベニア軍をウクライナに派遣する可能

性はないという点で一致している旨両者の会談後に

発表した。両者は定例会談の一環として、複雑な国

際情勢について話し合い、両者とも平和への取り組

みを支持し、すべての関係者に平和の機会をつかむ

よう呼びかけた。 

 

●ファヨン外相、アルメニア・アゼルバイジャン和平交

渉の終結を歓迎【１４日】 

ファヨン外相は、アルメニアとアゼルバイジャンの

和平交渉の終結を歓迎した。同外相は、数十年にわ

たるナゴルノ・カラバフ紛争を正式に終結させる和平

協定がまもなく調印されることを期待している。 

 

●ファヨン外相のインド訪問【１７日】 

ファヨン外相はインドを訪問し、ジャイシャンカル・イ

ンド外相と会談を行った。両者は、貿易、先端技術、

グリーン・トランジション、科学などの分野における二

国間協力の強化に関心があることを確認した。また、

ファヨン外相は、インドの主要な国際会議であるライ

シナ・ダイアログに出席し、パネル「競争と協力」に参

加した。 

 

●ポルトガル大統領のスロベニア訪問【１８日、１９日】 

１８日、レベロ・デ・ソウザ・ポルトガル大統領は、ス

ロベニア訪問を開始し、ピルツ＝ムサル大統領と会

談した。両大統領は二国間経済協力の改善策につい

て協議し、ウクライナ支持と中東における二国家解決

への支持を表明した。両者は科学および学術分野に
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おけるより強力な協力関係を提唱し、同国の国家観

光組織は協力に関する合意書に署名した。 

同日、ポルトガル大統領の訪問の一環として、スロ

ベニア・ポルトガル・ビジネスフォーラムが開催され、

ピルツ＝ムサル大統領及びレベロ・デ・ソウザ大統領

が出席した。 

１９日、両大統領はピランにある欧州地中海大学

（ＥＭＵＮＩ）を訪問し、学生と地中海地域の環境、気候

危機、移民について協議した。 

 

●スロベニア、イスラエルにガザ地区での作戦中止

を要求【１８日】 

スロベニア外務省は、イスラエルのガザ地区に対

する最近の攻撃に懸念を表明し、イスラエルにすべ

ての作戦をただちに中止するよう呼びかけた。 

 

●ファヨン外相と希外相による会談【１９日】 

ファヨン外相はゲラペトリティス・ギリシャ外相と会

談し、ＥＵの西バルカンへの拡大は地政学的必要性

として計画に沿って進める必要があることで合意した。

また、結束基金を国防費増額に回すことは受け入れ

られず、ＥＵは代替策を模索すべきであることでも合

意した。  

 

●ゴロブ首相のＥＵ首脳会合出席【２０日】 

ゴロブ首相は、ＥＵ首脳会合に出席し、欧州防衛白

書は正しい方向への一歩だと述べた。スロベニアは

新たな手段で融資を申請し、防衛費を増やすため安

定協定の免責条項を発動する。 

 

●北マケドニア外相、コチャニの火災に対する支援に

感謝の意を表明【２１日】 

ムツンスキ北マケドニア外相は、ファヨン外相と会

談し、コチャニで発生したナイトクラブ火災に対する支

援に感謝の意を表明した。火災で負傷した４人がスロ

ベニアで治療を受けているが、ファヨン外相は、現時

点では追加の支援は必要ないが、必要であればスロ

ベニアは支援する用意があると述べた。ムツンスキ

外相は、ルペル保健大臣とともにＵＫＣリュブリャナ病

院も訪問し、同病院で治療を受けている患者は依然

として重体であるものの、容態は安定しており、徐々

に快方に向かっていることを確認した。 

 

●外相、ガザ地区の民間人保護を呼びかけ【２１日】 

ファヨン外相は、イスラエルのガザ地区攻撃に対し

て警鐘を鳴らした。外務省は、２０日の夜に、「我々は、

民間人の即時保護と、人道支援の円滑な提供を要求

する」と発表した。これは、ファヨン外相が、サファデ

ィ・ヨルダン外相と電話で協議し、同相から「ガザ地区

とヨルダン川西岸地区における悲惨な状況と最近の

暴力の激化」について報告を受けた後に発表された。 

 

●安保理メンバー、ボスニアにおけるデイトン合意の

重要性を強調【２２日】 

２１日、国連安全保障理事会は、スロベニアの要請

により、ボスニア・ヘルツェゴビナ（ＢＨ）情勢に関する

非公開協議を開催した。すべての国が、ＢＨの領土

保全と多民族民主主義の維持を支持し、デイトン和

平合意の重要性を再確認したと、ジュボガル駐国連

大使は会議後に述べた。 

 

●市民社会、ブチッチ会談に関するコス欧州委員会

委員（拡大担当）の発言を批判【２４日、２７日】 

２４日、スロベニアの平和研究所、文化記憶研究所

及びダニロ・キシュ文化センターの３団体は、コス欧

州委員会委員が１９日にブリュッセルでブチッチ・セル

ビア大統領と会談した後に行った発言を非難した。コ

ス委員は会談を「建設的」なものと位置付けたが、上

記３団体はこれを不道徳で偽善的だとしている。 

２７日、Ｎ１及びラジオ・スロベニアのインタビューに

対し、コス委員はこの批判を一蹴し、「セルビアが欧

州の道を歩み続けるようにするために、セルビアで誰

と話せばいいか」と述べ、現在セルビアには首相や全

権を持つ大臣がいないことを指摘した。 

 

●スロベニア、ウクライナの平和に向けた米国の取り

組みを歓迎【２６日】 

スロベニアは、ウクライナの人道的状況に関する国

連安全保障理事会の会合で、ウクライナの平和に向

けた米国の取り組みを歓迎した。ジュボガル国連大

使は、平和は国連憲章に沿ったものでなければなら

ないと述べた。同大使は、ロシアによる民間人および

エネルギーインフラへの攻撃をただちに停止するよう

求め、米国が提案した停戦と黒海での攻撃の一時停

止を歓迎した。 

 

●ゴロブ首相のウクライナ同盟国との非公式会合出

席【２７日】 

２７日、ゴロブ首相は、パリで開催されたウクライナ

同盟国との非公式会合に出席した。会議後、同首相

は欧州の指導者らがウクライナの永続的な平和への

道を見つける決意を再確認したと述べた。スロベニア

はフランスと英国が主導する有志連合には参加して

いないが、首相はマクロン大統領の招待で会議に出

席した。 

 

●コス欧州委員会委員（拡大担当）のスロベニア訪

問【２７日、２８日】 

２７日、コス欧州委員（拡大担当）はスロベニアを訪

問し、討論会を行った。コス委員は、同討論会で、ＥＵ

拡大の利点はＥＵ諸国と加盟候補国の両方でよりよく

伝えられなければならないと述べた。同委員はまた、
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安全保障、困難な地政学的状況、ＥＵ拡大への取り

組みなど、ＥＵが多くの課題に直面していることを指

摘し、各国間のさらなる協力を呼び掛けた。 

２８日、コス委員は、ゴロブ首相及びファヨン外相と

それぞれ会談し、拡大は引き続きＥＵの最優先事項と

すべきとの見解を共有した。 

 

●スロベニア、ウクライナにリハビリ室を提供【２７日】 

政府は、スロベニアがウクライナ西部のドロホブイ

チ市にある戦争被害者のためのリハビリ室に機器を

提供することを決定した。政府は、２０万ユーロのこの

プロジェクトは、民間および軍の戦争被害者の生活

の質の向上に大きな役割を果たすだろうと述べた。 

 

経済・統計・科学技術 

●加エンハウス・システムズがマージェントを買収【６

日】 

マリボルを拠点とするモビリティおよびモバイル決

済ソリューションのプロバイダーであるマージェントＲ

＆Ｄは、カナダのソフトウェアおよびサービス企業エン

ハウス・システムズに非公開の金額で買収された。同

社は、データが公開されている最新の年である２０２３

年に、純売上高４５０万ユーロ、純利益５万ユーロを

計上した。 

 

●トリグラウ・グループ、２０２４年の純利益は１億３，

１００万ユーロと発表【６日】 

保険グループのトリグラウの２０２４年の総事業は

１７億２，０００万ユーロで、前年比１％減少したもの

の当初計画を上回った。監査前の報告では、純利益

は ８倍の１億３，１４０万ユーロに増加した。 

 

●サヴァ社、２桁の取扱高成長で２０２４年に過去最

高の利益を計上【６日】 

保険会社サヴァ保険グループは、昨年の取扱高が

１４％増加して１０億ユーロの大台を突破、純利益は

３６％増加して約８，８００万ユーロに上った。 

 

●テレコム・スロベニアの純利益は２０２４年に１７％

増の５５００万ユーロ【６日】 

国営通信会社テレコム・スロベニアは、監査前の決

算報告で、２０２４年の純利益が１７％増の５, ５００万

ユーロとなり、収益は２％増の７億２, ０００万ユーロと

なった。 

 

●１月の輸出は９．７％増、輸入は０．８％増【７日】 

スロベニア統計局が発表したところによると、１月

のスロベニアの商品輸出額は前年同月比９．７％増

の５４億４，０００万ユーロ、輸入額は０．８％増の５２

億３，０００万ユーロであった。対外貿易黒字は２億１

００万ユーロであった。２０２４年１２月と比較すると、１

月の輸出額は１５．６％増加し、輸入額は６．７％減少

した。 

 

●１月の工業生産高が増加【１０日】 

スロベニアの１月の工業生産高は、前月比で１．

６％増、前年同月比で３．４％増となった。２０２４年１

２月との比較では、電力・ガス・蒸気供給業では３．

７％増、製造業では１．４％増となった。採掘・採石業

では１．４％減となった。産業部門の売上高は前月比

で１．７％増、前年同月比で０．９％増となった。 

 

●自動車産業のサプライヤー、コレクター・シコムが

コチェウイェの拠点を閉鎖【１０日】 

自動車産業に大きく依存するスロベニアの電動モ

ーター部品メーカー、コレクター・シコムは、主力製品

である整流子の需要低迷により、年内に生産工場の

１つを閉鎖する予定である。コチェウイェ工場では現

在５５人が雇用されているが、徐々に縮小していく予

定であると、地元ニュースサイトＥ－ｕｔｒｉｐが伝えた。 

 

●アドバンス・キャピタル・パートナーズ、観光会社ユ

ニトゥールを買収【１１日】 

スロベニアの資産運用会社アドバンス・キャピタ

ル・パートナーズは、ユニオールの観光部門ユニトゥ

ールを買収する契約を締結した。アドバンス・キャピタ

ル・パートナーズは、本件取引は規制当局の承認が

必要で、遅くとも秋には完了する旨言及した。 

 

●Ｃｉｍｏｓ、スロベニアで１７５人の従業員を解雇へ

【１１日】 

自動車産業サプライヤーのＣｉｍｏｓは、スロベニア

の３つの工場で働く５００人の従業員のうち１７５人を

近く解雇する。同国南西部のセノジェチェにある工場

で今月末までに約１２０人の解雇が予定されている旨

ドネウニク紙が報じた。 

 

●コペル－ディヴァチャ間の線路に３億５，０００万ユ

ーロの追加請求【１２日、１４日】 

１２日、コペル－ディヴァチャ間の新鉄道建設の主

契約者であるコレクトールＣＰＧ社は、プロジェクトに

おける予期せぬ問題や遅延の代償として、３億５,００

０万ユーロの追加請求書を提出した。これは、丘の斜

面が滑落し始めたため、トンネルの入り口に丘が滑

落するのを防ぐ対策が必要になったことに起因する。 

１４日、国営企業２ＴＤＫは、主契約業者コレクトー

ルＣＰＧによる３億５，０００万ユーロの追加請求を「根

拠がなく、まったく非現実的」として却下した。 
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●スーパーコンピューターに６，７５０万ユーロのＥＵ

資金を獲得【１２日】 

スロベニアが人工知能（ＡＩ）工場に備えられる高性

能スーパーコンピューターを開発する１億５，０００万

ユーロのプロジェクトに対し、ＥＵ予算から６，７５０万

ユーロを獲得することが欧州委員会から発表された。 

 

●モディアナ、６月に閉店【１３日】 

スロベニア国内のメルカトル・ショッピングセンター

にある衣料品店のモディアナは、６月末に閉店する。

モディアナのオーナーであるＭｏｎｔｅｃｒｉｓｔｏと、小売業

者メルカトルのオーナーであるＦｏｒｔｅｎｏｖａとの家賃を

巡る紛争を解決を受け、メルカトル・ショッピングセン

ター内のモディアナの１０店舗が６月末に閉店するこ

ととなった。Ｍｏｎｔｅｃｒｉｓｔｏは２月１０日に家賃契約を

破棄した。 

 

●ＥＶソリューションズ、新オーナーのもとで事業継続

へ【１３日】 

スイスのオーナーが清算を望んでいたスロベニア

の電気自動車充電スタンドメーカーＥＶソリューション

ズは、スロベニアの金融会社ＫＤグループの傘下で

事業を継続することとなった。ランディス・ギアは、ＫＤ

グループとＥＶソリューションズ（旧社名エトレル）の事

業売却に関する株式売買契約を締結したと発表した

が、取引金額は明らかにしていない。 

 

●クルカ社の利益、監査前の業績を若干上回る【１３

日】 

製薬会社クルカ社は、２０２４年の純利益が１月下

旬に発表された監査前の報告書の数字を若干上回

ったと発表した。ノボ・メストに拠点を置く同グループ

は、昨年３億５,６２０万ユーロの利益を計上し、当初

の報告より２８０万ユーロ増加した。純利益は２０２３

年より１４％増加し、未監査の結果では１３％の増加

を示していたと同グループは発表した。 

 

●ペトロルの純利益は２０２４年に減収で７％増【１４

日】 

ペトロルは昨年の暫定決算を発表し、２０２４年の

収益は１２％減の６１億ユーロとなったが、純利益は

７％増の１億４，５９０万ユーロとなったと発表した。石

油製品、天然ガス、電力の販売量は高水準を維持し、

税引き前利益、減価償却前利益（ＥＢＩＴＤＡ）は１５％

増の３億１，４２０万ユーロとなった。 

 

●リュブリャナでは公共交通機関の利用は依然とし

て少ない【１８日】 

リュブリャナ地域で通勤する６，０００人以上を対象

に昨年実施された調査によると、移動手段の利用は

増加しているが、持続可能な交通手段の利用は減少

している。公共交通機関の利用は減少し、その一方

で、自転車や徒歩での移動は増加している。リュブリ

ャナへの往復移動回数は、２０１３年以来、平均的な

１日あたりで１４％増加し、約１５０万回となった。市内

の移動回数は１０％増加し、市外への移動回数は約

２０％増加した。 

 

●マリボル間の高速道路で交通を混乱させる道路工

事【１８日】 

リュブリャナとマリボル間の高速道路Ａ１の一部区

間で今後数か月にわたって大規模な改修工事が行

われる予定であり、特に夏の間は深刻な交通渋滞が

予想される。このプロジェクトでは、トンネルや高架橋

を含むスロヴェンスケ・コニツェとドラムリェ間の６．５

キロメートルの区間の改修と、防音壁の増設が予定

されている。３月末に開始予定の改修工事は、冬期

に短期間中断するものの、４１０日間を要する見込み

であり、高速道路会社ＤＡＲＳのアンドレイ・リビッチ氏

は、２０２６年秋の完成を目指すと記者団に語った。 

 

●リュブリャナのイリリヤ・スイミングプール複合施設

が正式にオープン【１８日】 

リュブリャナに初めての屋内オリンピックサイズプ

ールを備えたイリリヤ・スイミングプール複合施設が

正式にオープンした。ハンドボール、バスケットボール、

バレーボールのコート、武道場、ダンスセンター、陸

上トラックを備えたこのスポーツセンターは、まもなく

営業を開始する。２０２２年に着工し、当初は２０２３年

１０月の完成予定だったが、工事の複雑化により開業

は何度も延期された。投資額も５，３００万ユーロから

６，２５０万ユーロに増額され、物議を醸していた。 

 

●フィリピン人運転手、痛烈な報告書を受けて新たな

住居を確保【１９日】 

アリヴァ社で働くフィリピン人バス運転手１１人の劣

悪な生活環境がメディアで明らかにされた後、彼らを

スロベニアに連れてきて住居を担当している職業紹

介所は、外国人労働者を別の施設に移すと発表した。

スロベニアのテレビ局が、国内最大手のバス会社で

試用期間中のフィリピン人運転手の生活環境につい

て報道したことを受けたもの。 

 

●ＣＥＲＮ 条約批准法案を採択【２０日】 

政府は、欧州原子核研究機構（ＣＥＲＮ）の正式加

盟の前提条件であるＣＥＲＮ設立条約を批准する法

案を採択した。スロベニアは、批准文書をユネスコに

寄託してから３０日後に正式加盟国となる。この法案

は、ＣＥＲＮの財政議定書と特権および免除に関する

議定書の批准にも関係していると、政府は会期後に

発表した。 
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●スロベニア鉄道、３０台の機関車購入契約に調印

【２１日】 

スロベニア鉄道とフランスのアルストム（Ａｌｓｔｏｍ）

社は、同鉄道の貨物部門であるＳŽ Ｔｏｖｏｒｎｉ Ｐｒｏｍ

ｅｔ向けに３０台の新型マルチシステム電気機関車を

購入する契約を締結した。契約金額はＶＡＴを除き１

億５，２００万ユーロで、過去２０年間で最大の車両近

代化となる。アルストムＴｒａｘｘ ３ ＭＳ機関車３０台

の購入により、４５～５０年使用されたアルストム機関

車３８台が退役することになる。 

 

●１月の平均給与は１２月より減少【２１日】 

スロベニアにおける１月の給与の平均総支給額は

２，４６４．３５ユーロで、名目値では１２月と比較して１

２．１％減、実質値では１１．７％減となった。平均純

支給額は１，５６９．１２ユーロで、名目値では１４．

１％減、実質値では１３．８％減となった。統計局は、

この減少は１２月に各種のボーナスが支払われたこ

とによるものだと報告している。１２月のボーナスは賃

金総額の１２．８％を占めたが、１月には０．２％に過

ぎなかった。平均総支給額は、公共部門、民間部門

ともに減少しており、それぞれ１５．７％、５％の減少と

なった。 

 

●３月の消費者信頼感は改善【２１日】 

３月の消費者信頼感は改善し、２月より３ポイント

上昇してマイナス２８ポイントとなった。これは２０２４

年３月よりも１ポイント高い数値である。これは、統計

局によると、長期平均（２０１０年～２０２４年）を４ポイ

ント下回る水準である。消費者信頼感指数の４つの

構成要素すべてが改善した。すなわち、国内経済に

対する期待を測る指数と、大型購入に対する期待を

測る指数がいずれも４ポイント上昇した。 

 

●住宅価格は昨年８．５％上昇【２４日】 

スロベニアの住宅価格は２０２４年に１０年連続で

上昇し、８．５％上昇した。統計局によると、昨年の住

宅販売総額は１４．７％減少し、約１３億ユーロとなっ

た。住宅取引件数も昨年は減少した。２０２３年の１万

３００戸が、２０２４年には８，１２４戸となり、２１．１％

減少した。 

 

●３月の景況感はやや改善【２５日】 

統計局が発表したデータによると、３月の景況感は

０．７ポイント改善し、マイナス１．６ポイントとなった。

２０２４年３月と比較すると、１．８ポイント上昇した。２

月と比較すると、３月の景況感は消費者（０．７ポイン

ト）、小売業（０．２ポイント）、建設業（０．１ポイント）の

指標によって押し上げられた。製造業（０．２ポイント）

とサービス業（０．１ポイント）の信頼感指標はマイナ

スの影響を与えた。 

 

●スロベニア、特許申請件数がＥＵ平均を上回る成

長を記録【２５日】 

欧州特許庁（ＥＰＯ）におけるスロベニアの特許申

請件数は昨年増加し、その成長率はＥＵ平均を上回

った。知的財産庁は、女性発明家の存在感の強さと

統一特許の積極的な取得は、活気のあるイノベーシ

ョン・エコシステムと欧州におけるスロベニアのノウハ

ウの重要性を示す兆候であると述べた。 

 

●スロベニア鉄道、バス会社ノマゴの単独所有者に

【２６日】 

スロベニア鉄道は、アドベンチュラ・インベストメンツ

社との間で、バス会社ノマゴの５０％の株式取得に関

する合意に達したと発表した。スロベニア鉄道は、こ

の地域における物流および移動サービス分野の主要

プロバイダーへと変貌することを目指していると述べ

た。 

 

●米国市場での事業展開を支援するプラットフォー

ムを立ち上げた米国商工会議所【２６日】 

スロベニア・アメリカ商工会議所は、スロベニア企

業による米国市場への参入および投資を支援するプ

ラットフォームを立ち上げたことを発表した。また、ス

ロベニアへの米国からの投資を促進するためのワー

キンググループも設立されたと発表し、その目的は大

西洋横断経済におけるスロベニアの役割を強化する

ことであると述べた。 

 

●スロベニア、送電網近代化でＥＩＢから９,６００万ユ

ーロの融資を受ける資格あり【２６日】 

欧州投資銀行（ＥＩＢ）は先週、中電圧送電網の近

代化を目的とした近代化基金からプロジェクトへの共

同出資として、２億３,６００万ユーロの投資計画を承

認した。このうち、スロベニアは９,６００万ユーロの融

資を受ける資格がある。 

 

●２０２４年、商業用不動産価格が急騰【２６日】 

２０２４年、商業用不動産価格は１６％近く上昇し、

２００８年に記録を開始して以来、最も急激な増加とな

った。これは４年連続の価格上昇であり、４年間に３

度目となる２桁台の価格上昇となった。この傾向はオ

フィススペースが牽引しており、その価格は２３．３％

上昇した。小売およびサービススペースの価格は１０．

５％上昇したことが、最新の統計局のデータで示され

ている。一方、商業用不動産の売却額と取引件数は

２０２１年と比較して半減した。 

 

●ＥＵのＧＤＰ比較でスロベニアが下落【２７日】 

ユーロスタットの暫定データ発表によると、購買力

基準（ＰＰＳ）で表されたスロベニアの１人当たりＧＤＰ
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は、２０２４年にＥＵ平均を９％下回った。この値は前

年より１％低下し、スロベニアはスペインとチェコに追

い抜かれ、２位下がった。２０２２年の最高順位以来、

スロベニアはキプロス、チェコ、スペインに追い抜か

れている。 

 

●調査失業率が過去最低【２７日】 

スロベニアの２月の調査失業率は３．２％で、過去

最低を記録した。統計局によると、１月より０．１パー

セントポイント、２０２４年２月より０．２ポイント低下し

た。調査失業率が５か月連続で低下したことになる。

推定値は９月より０．９ポイント低い。 

 

●産業用水素コンソーシアムが発足【２８日】 

スロベニアの５０社以上の産業企業と同国のガス

輸送システム事業者Ｐｌｉｎｏｖｏｄｉは、産業における水

素の導入を加速するためのステップとして、ＳｌｏＨ２Ｕ

と名付けられた水素コンソーシアムを設立する契約に

署名した。 

 

●スロベニアの人件費、ＥＵとユーロ圏の平均を下回

る【３０日】 

ユーロスタットによると、スロベニアの人件費は２０

２４年に１時間当たり２７．１０ユーロに達し、前年の２

５．５０ユーロから上昇した。ＥＵでは１時間当たりの

人件費は２０２３年の３１．９０ユーロから３３．５０ユー

ロに上昇した。 

 

●農業の実質要素所得は昨年２０％増加【３０日】 

統計局によると、２０２４年の農業の実質要素所得

は前年比２０％増加したと推定される。農業生産総額

は１６億５，０００万ユーロと推定され、２０２３年と比較

して４％増加している。作物生産額は８億８，２００万

ユーロと推定され、名目ベースで２０２３年より９％増

加している。 

 

●夏時間開始に伴い、リュブリャナ空港は１５０万人

の乗客を目標【３０日】 

リュブリャナ空港で夏期スケジュールが発表され、

１０月下旬まで運行される。期間中、合計２４の航空

会社が２６の目的地にフライトを提供する。空港運営

者の今年の乗客目標は１５０万人に設定されている。

スタペルＦｒａＰｏｒｔマネージング・ディレクターによると、

今夏、リュブリャナ空港で定期便を運航する航空会社

の数は新記録となる。 

 

●２０２４年の公的債務、赤字は縮小【３１日】 

スロベニアの公的債務と赤字は、歳出を上回る増

収により、２０２４年には大幅に縮小したと統計局が

発表した。一般政府の赤字はＧＤＰの０．９％で、前年

の２．６％から減少した。名目値では１０億ユーロ強減

少し、５億９７００万ユーロとなった。総負債は名目値

で１１億ユーロ増加し、４４９億ユーロとなったが、ＧＤ

Ｐに占める割合は１．４ポイント減少し、ＧＤＰの６７％

となった。 

 

●３月の年間インフレ率は２％に上昇【３１日】 

スロベニアの年間インフレ率は３月に２％に上昇し、

２月の数値から０．４ポイント上昇した。これは主に食

品と非アルコール飲料の価格上昇によるものである。

統計局によると、前月比では、主に衣類や靴、電気料

金の高騰により、消費者物価は０．６％上昇した。年

間比較では、サービス価格は３．４％上昇し、商品の

価格は１．３％上昇した。 

 

●ＯＴＰグループ・スロベニア、２０２４年の純利益は３

億１，１４０万ユーロ【３１日】 

ハンガリーの銀行グループＯＴＰは、２０２４年のス

ロベニアでの利益を１１％増の３億１，１４０万ユーロ

に伸ばした。銀行の純利益は１３．７％増の３億９，４

０万ユーロ、純金利収入は４億８，０６０万ユーロであ

った。 

 

●ＫＬＭ、リュブリャナとアムステルダム間のデイリー

便を就航【３１日】 

ＫＬＭオランダ航空は、３月３０日に夏期スケジュー

ルが開始されたのに伴い、リュブリャナ国際空港とア

ムステルダム・スキポール空港間の毎日運航便を開

始した。ＫＬＭは、この路線が成功し、夏期スケジュー

ルを超えて延長されることを期待している。オランダ

の格安航空会社トランサヴィア（エールフランス－ＫＬ

Ｍグループ）は、リュブリャナとアムステルダム間の路

線を長年運航しているが、トランサヴィアは週４便で

あるのに対し、ＫＬＭは毎日運航する。 

 

治安・事件事故 

●山岳事故が増加傾向【７日】 

昨年の国内での山岳死亡死者数は３７人で、一昨

年の２８人から増加した。事故原因の最たるものは滑

落で、知識経験や装備の不足が多くの事故を誘発し

た。 

 

●リュブリャナでセルビア学生連帯デモ【１５日】 

セルビアで激化している学生デモへの連帯と、同

国政府への抗議表明として、リュブリャナのセルビア

大使館前で大規模な抗議デモが行われた。デモには

約３００人が集まったが、抗議活動自体は平和的に

行われ、不法事案等の発生はなかった。 

 

●最初の２か月で不法入国は減少【１７日】 

警察が１月と２月に取り扱った不法入国は２，３８６

件で、これは昨年１～２月に記録された数字の３分の
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１強である。大半はアフガニスタン、モロッコ、バング

ラデシュの市民であった。アフガニスタン人とモロッコ

人の不法入国者数は、２０２５年の最初の２ヶ月間で

前年同期比減少し、アフガニスタン人は７８０人から３

２４人へ、モロッコ人は８１１人から２６７人へと減少し

た。バングラデシュからの不法移民は２０５人から２４

９人に増加した。 

 

●マリボルで発砲事件【１８日】 

深夜、マリボルの住宅街で、４６歳の男がアパート

のバルコニーから銃を発砲した。警察は男を逮捕して

捜査に当たった。幸い、死傷者は発生しなかった。 

 

社会・文化・スポーツ 

【スポーツ・文化】 

●ドブラル水力発電所に技術遺産博物館がオープン

【２５日】 

ソチャ川最古の水力発電所であるドブラルに、技術

遺産博物館がオープンした。２０２５年欧州文化首都

プロジェクトの一環として開設されたこの博物館では、

エネルギー、再生可能エネルギー、水力発電所の技

術遺産に関する展示が行われる。 

 

●ワールドカップ・ラハティ大会でスロベニアがスー

パーチーム戦で優勝【２３日】 

ワールドカップ・ラハティ大会（フィンランド）で３月２

３日（日）に各国から２名が出場するスーパーチーム

戦が開催され、スロベニアチーム（アンジェ・ラニシェ

クとロヴロ・コス）が優勝した。合計６本のジャンプで

競われるスーパーチーム戦で、スロベニアは４．１ポ

イント差でオーストリアチームを２位に抑えた。日本チ

ーム（小林陵侑と二階堂蓮）は、ドイツを抑えて３位入

賞を果たした。 

 

●ＦＩＳワールドカップ・スキージャンプ【２９日、３０日】 

３０日、ドーメン・プレウツが、プラニツァで開催され

たＦＩＳワールドカップ・スキージャンプ男子で世界最

長記録を更新した。 

２９日に開催された男子団体戦でオーストリアが優

勝した。スロベニアは優勝候補と見られていたが３位。

日本チームは５位だった

 

スロベニア日本国大使館 
電話：+386-1-200-8281又は 8282 Fax：+386-1-251-1822、Email：info@s2.mofa.go.jp 

Web:http://www.si.emb-japan.go.jp/website_jp/index_j.html 

●本資料は、スロベニアに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。新たに配信を希望される方、あ

るいは今後配信を希望されない方は、以下のメールアドレスにご連絡ください。 

 info@s2.mofa.go.jp 

 

【領事班からのお知らせ】 

●スロベニアに９０日以上滞在される方は、在留届を提出してください。在留届は、渡航前にオンラインで提出する

ことも可能です。また、住所・連絡先の変更、同居家族の追加など、提出済み在留届の記載事項に変更が生じた場

合は「変更届」を、帰国や当館管轄地域外へ転出する場合は「帰国・転出届」を必ずご提出ください。特に、当館から

の重要な連絡が確実に皆様に届くよう、E メールアドレスや携帯電話番号の変更があった際はすみやかに届出をお

願いいたします。 

●従来、旅券（パスポート）や一部証明等の申請の際には紙の戸籍謄(抄)本の提出が必要でしたが、このたび新た

な運用が開始され、紙の戸籍謄(抄)本の提出が不要となりました。今後、これらの手続を行う際には、あらかじめ、

「戸籍電子証明書提供用識別符号」を取得していただくこととなります。詳しくは以下のリンク先をご覧ください。 

【当館 HP】https://www.si.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00993.html 

●現在マイナンバーカードを持っていない国外在住者（2015年 10月 5日以降に国外転出をした方に限る。）も、マ

イナンバーカードの発行を受けられるようになりました。申請は在外公館窓口等で可能です。詳しくは以下のリンク

先をご確認ください。  

【外務省 HP】 https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/todoke/maina.html 

●このたび、いわゆるマイナ免許証の運用が開始されました。しかしながら、マイナ免許証はカード上に運転免許証

情報が表示されないため、スロベニアにおいて有効な運転免許証とみなされない可能性があります。スロベニアで

の長期滞在・運転免許切替えをお考えの場合には、マイナ免許証ではなく、従来の都道府県公安委員会発行の運

転免許証を取得の上、渡航するようにしてください。 

●海外に住んでいる人が、外国にいながら国政選挙に投票することを「在外投票」といいます。在外投票ができるの

は、日本国籍を持つ 18歳以上の有権者で、「在外選挙人証」を持っている人です。 

在外選挙人証の発行を受ける手続は、申請から受け取りまでに通常約２か月かかります。希望される方は、余裕を

持って申請を行ってください。 

mailto:info@s2.mofa.go.jp
http://www.si.emb-japan.go.jp/website_jp/index_j.html
mailto:info@s2.mofa.go.jp
https://www.si.emb-japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00993.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/todoke/maina.html
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●当地での在留許可手続等で必要となる警察証明（犯罪経歴証明）については、申請から受け取りまでに通常約２

か月かかります。交付を希望される方は、余裕を持って申請を行ってください。 

●こころがモヤモヤしたり、ざわついたりするときは、相談してみませんか？ 

 外務省は、特定非営利活動法人と連携して海外在住日本人の孤独・孤立対策の支援を行っています。海外にい

ても、ＳＮＳやチャットを使って日本語で相談できます。相談は無料です。 

【外務省ＨＰ：孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ】

https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.html 

 

【広報文化班からのお知らせ】 

●最新情報は、当館フェイスブックでチェック！ 

https://www.facebook.com/Embassy.of.Japan.in.Slovenia/ 

 

https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.html
https://www.facebook.com/Embassy.of.Japan.in.Slovenia/

